






















































































１ 販売力強化 -所得向上につながる販売戦略の展開-

継続的な取組 令和６年度の主な取組実績

（１）商品開発

食品産業を担う人財・企業の育成
・食産業に係る相談窓口の設置（７か所）
・商品力アップ研修会の開催（１回、Ｒ6.8）

農商工連携や６次産業化の推進
・生産者と食品加工事業者等とのマッチング支援（０件）
・６次産業化研修会の開催（１回、Ｒ6.12）

産品の特徴や個性などの価値を生かした商品づくりの推進
・専門家のアドバイスによる県産品のブランド化を促進させる商品開発支援
（０件）

（２）販路開拓・拡大

産地主導による地域産品のブランド化に向けた取組の推進 ・ブランド化に取り組んでいる地域産品のＰＲ（２媒体）

市町村や生産販売団体と一体となった販売促進活動の展開
・県産農林水産物の魅力を生かした消費宣伝に取り組む団体への支援（5団体)
・市町村等と連携した百貨店での「青森県フェア」開催（２回）

成長が期待できる多様な販売先への販路開拓・拡大 ・首都圏の実需者等に対する提案型セールスの実施（50件）

＜参考＞輸出関係は「青森県輸出拡大戦略」に基づき実施

青森りんごの主要輸出先である東アジア市場の需要の維持・拡大

・海外向け県産品オフィシャルサイトを活用した情報発信（通年）
・輸出コーディネーターの設置及びビジネスマッチングの実施（14件実施）
・現地バイヤーを招請したビジネスツアーや商談会の実施（3回）
・フード台北、香港フードエキスポ等への出展（3回）
・県産品の店頭プロモーション等の実施（５回）
・企業と連携した県産品の情報発信 （２回）
・新規輸出品目のテストマーケティングの実施（１回）

近隣の成長市場である東南アジア市場の需要の取り込み

・輸出コーディネーターの設置及びビジネスマッチングの実施
（５件実施、成立０件）
・県産品フェアや現地バイヤーを招請したビジネスツアーの開催（２回）
・県産品の店頭プロモーション等の実施（９回）
・新規輸出品目のテストマーケティングの実施（１回）

欧米市場も視野に入れたグローバルマーケットシェアの獲得

・日本酒の祭典での日本酒、ホタテ、米のPRの実施（豪州）（1回）
・県産品の店頭プロモーション等の実施（米国：３回）
・ホタテの輸出可能性市場調査・分析（フランス） （１回）
・見本市への参加（ＥＵ：２回・ホタテ）

（３）情報発信

信頼される青森県産ブランドの浸透 ・県産品PR用キャッチフレーズ等の活用推進（新規20件）

お客様ニーズの把握とフィードバックの推進
・県産品アンテナショップの運営（通年）
・県産品アンテナショップ等におけるニーズ把握とフィードバック（毎月）

多様な分野と連携した情報発信・拡散
・民間企業と連携した情報発信やフェアの開催（３回）
・「あおもり食のエリア」登録料理の情報発信・ＰＲ（冊子作成、HP掲載）

消費者に対する安全･安心な食の情報発信

・食品表示、米トレーサビリティ制度の事業者に対する監視、指導等（991回）
・県産農林水産物の放射性物質モニタリング調査と結果の公表
（特用林産物：原木しいたけ３検体、野生きのこ３３０検体）
・県産農林水産物・加工品の放射性物質検査経費の市町村等への補助
（R6.5～R7.3）

（４）地産地消

学校給食などにおける地元食材の積極的な活用の推進
・栄養教諭等を対象とした地元産品活用促進セミナーの開催（１回、Ｒ6.7）
・学校給食関係者等による地元食材利用促進会議の開催（１回、R7.3）
・栄養教諭等に向けた学校給食向け加工品の紹介 （１回、R6.12）

多様な消費需要に応える地元の「食」の活用推進
・商標「だし活」を使用した総菜等の開発（９商品）
・企業と連携した「だし活＋だす活」と地産地消のＰＲ（30回）

産地直売施設の販売力強化 ・産地直売施設販売力強化研修会の開催（１回、R6.10）

プロジェクト以外の継続的な取組
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２ 生産性向上 -利益の最大化を目指す生産性向上-

継続的な取組 令和６年度の主な取組実績

（１）農業の生産性向上対策

①水田農業

需要に応じた米の生産や作付転換の推進等による水田営農の確立
・補助事業による省力化機械等の導入支援（6県民局、R6.6～R7.3）
・畑地化に伴う土地改良区決済金等の支援（8市町、R6.7～R7.3）

②野菜・花き

だいこんやごぼうなどの露地野菜における省力・低コスト化と輪作
体系の導入推進

・業務用野菜に係る省力・機械化の検討及びセミナー開催（R6.6）
・園芸産地における事業継続計画の作成・実践等支援（通年）
・補助事業による省力化機械等の導入支援（6県民局、R6.6～R7.3）

指定産地や特定産地等の高品質・安定生産に向けた生産力の向上 ・指定産地等の共販率向上や価格安定事業等への加入促進（通年）

③果樹

りんごの共同防除組織の多機能化の推進
・物価高騰対応「スマート農業機械」導入促進事業において、14共同防除組
織がキャビン付きスピードスプレーヤを導入予定で、受託作業量を強化

カットりんごなどの実需者ニーズに対応した加工用りんごの安定
供給体制の整備と加工専用園の導入推進

・青森県産りんご生産加工連携構築支援事業において、3加工事業者が栽
培管理作業を一部補助することにより加工原料を確保する仕組みを構築

「シャインマスカット」など優良品種への更新や施設化の推進による
高品質生産

・青森県特産果樹産地育成・ブランド確立事業で「シャインマスカット」の樹
棚（２戸）、雨よけハウス（５戸）の導入を支援

④畜産

家畜保健衛生所の施設更新と機能強化
・中央家畜保健衛生所 ： 庁舎整備事業実施計画策定
・つがる広域家畜保健衛生所 ： 庁舎整備事業基本計画策定

県獣医師職員確保プランに基づく獣医師の確保と定着・補完
・修学資金の給付（11名見込み）
・インターンシップの開催(７校、35名見込み)

⑤生産基盤

優良農地の確保と農地の適正利用
・農地転用現地調査・指導、農振計画協議対応、農地法・農振法に係る情報
共有等

農業者自らがリスクに備える生産体制構築に向けた農業保険の
加入推進

・様々な機会を通じた制度周知（周知回数：30回 ※会議・補助事業説明会
等 16回、生産情報等 ９回、ラジオ放送 ５回）

生産基盤の強化や災害復旧等に向けた制度資金の活用促進
・金融機関が実行する融資への利子補給等
（農業近代化資金新規貸付件数：３０件）

⑥先端技術の導入促進、試験・研究開発
産業の高度化や労働力不足等に対応するためのＤＸ推進に関する
試験・研究開発

・ＡＩ技術を用いた環境制御システムの開発

グリーン社会の実現につながる環境負荷軽減に配慮した技術に
関する試験・研究開発

・県産バイオマス資源を利活用したバイオプラスチックの開発

国内外の幅広い需要に対応した競争力の高い優良な品種や種畜に
関する試験・研究開発

・りんご産業を活性化させる青森オリジナル品種の育成
・受精卵段階でのゲノム育種価解析による早期優良牛生産技術の開発

気候変動等に対応した農林畜産物の安定生産技術に関する試験・研
究開発

・高温性病害虫の発生生態の解明と総合的病害虫管理技術の検証

⑦持続可能な農業

野生鳥獣の農作物被害防止対策の推進

・地域情報連絡会議等開催（6県民局、R6.6～R7.1）
・鳥獣被害防止計画の更新・作成指導（R6.8～R7.2）
・鳥獣被害対策実施隊等の体制強化（R6.7～R7.2）
・イノシシ・シカの広域捕獲（委託）（R6.7～11）
・ICT等新技術を活用した技術実証（委託）（R6.8～R7.3）

病害虫の発生予察調査に基づく適切な防除の推進
・発生予察調査の実施及び予察情報の発行（R6.4～9）
・農薬耐性・抵抗性検定（R6.5～R7.1）

農薬使用のリスク低減に向けた総合防除の推進と技術開発 ・総合防除の推進活動、総合防除技術集の改訂（通年）

重要病害虫の侵入・まん延防止に向けた体制強化 ・侵入調査の実施（R6.4～11）
・病害虫防除体系の確立（R6.4～R7.1）

農業者に対する農薬適正使用の普及啓発活動や消費者の理解促進 ・農薬の適正使用に係る啓発活動、農薬指導者養成（通年）

ＧＡＰや農場ＨＡＣＣＰの認証取得の推進
・GAP普及指導・認証取得支援（R6.4～R7.3）
・農場HACCP指導員の育成（３６名）、農場指導（４農場：R6実績見込み）

肥料の品質の確保等の推進 ・肥料の品質確保のための生産業者の指導、立入検査の実施（通年）

特別栽培、有機農業等の取組拡大による環境にやさしい農業の推進
・みどり認定、特別栽培農産物認証制度の運営（通年）
・有機農業産地づくりや有機農業への転換に対する支援（通年）
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５ 継続的な取組 令和６年度の主な取組実績

（２）林業の生産性向上対策

①森林整備

カーボンクレジット制度の活用促進 ・J－クレジットの販売（７件、247ｔ）

適地適木による森林づくり
・森林整備に係る補助金の交付（2,682ｈａ）
・カラマツ林の収穫予測に関する研究実施

森林経営管理制度等の推進
・専門職員の設置等による市町村への支援（２人、７３回）
・森林経営管理制度推進会議の開催（１回、三八上北）

施業地の集約化による森林経営計画の作成促進 ・森林調査及び計画の策定（参考Ｒ５：５７件）

需要に応じた林木育種の推進
・スギやヒバ等の林業用種子の生産・配布（２６３ｋｇ）
・スギ花粉症対策品種等の研究

植樹祭等の緑化行事を通じた普及啓発 ・緑化関係行事の開催（２回、５７人参加）

県民環境林管理・経営のコスト削減等による収益の確保
・標準地調査方式の導入による県民環境林の収穫調査（６箇所）
・J－クレジットの販売（７件、２４７ｔ）

②生産基盤

保安林の配備及び保全管理 ・保安林の指定・解除に係る調査の実施（７件）

林地開発許可制度の適切な運用 ・林地開発許可に係る審査（５件）及び指導監督の実施（３３回）

山火事や気象害等の防止対策の推進
・山火事予防巡視活動（７１日）及び普及啓発活動の実施（６県民局、７日）
・山火事予防物品（マグネットステッカー７組、のぼり旗１３本）の配布

育林コスト低減手法の検討・普及 ・県単補助事業等を通じて低コスト技術普及

再造林を前提とした主伐の推進
・県単再造林事業の新規参入者に対しての指導（２者）
･再造林ガイドラインの遵守等に係る森林組合巡回指導（11森林組合）

森林所有者自らが災害に備える森林保険への加入推進
・ラジオ放送（１回）やデジタルサイネージを活用した普及啓発
・普及啓発物品（クリアファイル3,900枚）の作成・配布による加入促進

③木材利用

広葉樹の利用促進
・広葉樹流通調査の実施
・広葉樹小中径木の活用に関する研究実施

製紙用チップの安定供給 ・林業・木材産業等振興施設の整備（２施設）

木質バイオマスの地域内流通の促進
・林業・木材産業等振興施設の整備（３施設）
・森林整備活動に対する多面的交付金の交付（８団体）
・林業普及指導員による普及活動の実施（県民局１２名、林政課１名）

（３）水産業の生産性向上対策

①増養殖

さけ・ます資源の維持・増大
・試験研究機関等との調査研究
・さけ、ます種苗の買い上げ、放流（９箇所）

内水面漁業の振興 ・内水面での調査研究、愛魚週間の実施

漁場環境のモニタリング
・小川原湖での糸状藍藻類のモニタリング
・陸奥湾、十三湖、小川原湖での水質や底質等のモニタリング（陸奥湾周年、
小川原湖８回、十三湖８回）

②漁船漁業
クロマグロなど特定水産資源のほか、ホッキガイなどの資源管理を
推進

・資源管理実施状況の把握、支援

スルメイカの鮮度保持技術の開発・普及 ・活締め等の技術開発と普及（29漁協）

③水産基盤
海浜等の清掃活動や藻場・干潟の保全活動など、水産多面的機能
発揮対策の支援

・藻場・干潟の保全活動への支援（11件）

漁業共済や積立ぷらすなどのセーフティネットへの加入促進 ・様々な機会を通じた制度周知（４回）
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３ 人財育成 -次代を担う人財の確保・育成-

継続的な取組 令和６年度の主な取組実績

（１）農業人財

農業人財の一層の呼込み・確保及び定着を図る国資金の活用促進 ・就農準備資金、経営開始資金等による支援

農業経営・就農サポートセンターの機能強化や機械の導入支援等に
よる「儲かる経営体」の育成

・経営相談窓口対応、研修会開催及び伴走型支援
・融資主体型補助の実施（2経営体）

優れた農業指導者及び若手リーダー（農業経営士、青年農業士）の
育成

・農業士ゼミナールの開催等（R7.2月、200人参加）

営農大学校におけるカリキュラムの充実
・情報通信環境の整備
・りんご高密植わい化栽培実習農場の設置

農業者の農作業安全に係る啓発、意識向上 ・春・秋の農作業安全運動の実施、研修会開催（8回）

新規就農希望者と県内移譲希望者とのマッチングによる第三者
継承の推進

・就農フェアによる就農希望者の呼び込みと継承支援

（２）林業人財

就業者の技術向上、労働安全対策の強化、労働環境の改善
・チェーンソー業務の安全衛生教育講習、安全巡回指導の実施
（安全衛生教育講習７０人、安全巡回指導１３０回）
・緑の雇用事業の活用促進（集合研修４９日、９１人参加）

林業事業体の経営基盤強化、雇用管理の改善 ・改善計画の指導・認定（５事業体）

（３）漁業人財
優れた漁業指導者及び若手リーダー（指導漁業士、青年漁業士）の
育成

・資質向上に向けた各種講習会等の開催や参加促進（３回）

漁業後継者育成研修「賓陽塾」の開講
・漁業に関する許可制度等の講習、ロープワークなど漁業技術等の実習
（8名）

（４）組織・団体の育成・強化

農協の健全かつ適切な運営体制確保の促進

・農業協同組合の巡回やトップヒアリング等による指導（R6.8～１１月、１０
組合×2回）
・農業協同組合の業務及び会計に係る検査の実施(R6.７～R7.1月、４組
合)

事業の活性化や業務執行体制の強化による森林組合の経営基盤
強化

・森林組合の巡回（Ｒ６．６～7月、１０組合）やトップヒアリング等（Ｒ６．８～
１１月、３組合）による指導
・中堅職員等を対象とした研修の実施（Ｒ６．９月及び10月２回開催、計２４名）
・森林組合の業務及び会計に係る検査の実施（Ｒ６．７～１１月、３組合）
・森林組合等へ森林整備事業実施に係る経費の融資（県内11森林組合）

漁協の健全かつ適切な運営体制確保の促進
・漁業協同組合等の業務及び会計に係る検査の実施
(R6.４～1２月、１６組合・１連合会)
・検査後の実地ヒアリングによる指導（１４回）

４ 農山漁村振興 -元気で豊かな農山漁村づくり-

（１）農山漁村の賑わい創出と地域コミュニティ機能の維持
産地直売施設の強化
（地域住民の食や暮らしを支えていく取組の支援）【再掲】

・産地直売施設販売力強化研修会の開催 （１回、R6.10）

（２）多様な農業人財の活躍促進

女性起業家の育成と経営力の向上
・女性農林漁業者の技術力・経営力向上のため、各種研修会の実施
・新規起業や既存起業活動への支援

農山漁村の活性化に取り組む女性リーダーの育成
・ＶiＣ・ウーマンの掘り起こし及び認定
・各種審議会などへの女性登用の促進
・家族経営協定締結の推進

（３）豊かな地域資源の活用促進
子供たちを対象とした体験学習等による水循環の大切さの理解・
継承

・地域住民、NPO、企業など多様な活動主体による水循環の保全活動の促進
・健全な水循環を守る次世代の育成

稲わら、間伐材、ホタテガイ貝殻、りんごせん定枝などの未利用資源
の活用促進

・耕畜連携の推進（もみ殻のマッチング：５件）
・稲わらの有効利用・焼却防止連絡会議の開催
・木質バイオマス発電施設の燃料調達状況調査実施（県内３施設）
・ほ場整備の暗渠排水の疎水材等としてホタテガイ貝殻を活用（12地区）

多様な主体の協働による農村環境の保全・再生の推進

・事業構想・計画時や施設管理の多様な主体による合意形成を推進（R6調
査計画19地区（県営））
・多面的機能支払交付金や中山間地域等直接支払交付金の活動組織等
などによる地域活動を推進（多面：44,264ha、中山間：8,770ha）
・水路等への環境配慮施設の整備（６地区）、モニタリングの実施（随時）

農村の生活基盤等の整備
・農業集落排水施設の整備（３地区）
・農道の保全対策を実施（17地区）
・中山間総合整備事業を実施（８地区）

漁港区域内の海岸保全施設の整備 ・１漁港海岸で離岸堤を新設、５漁港海岸で護岸等の老朽化対策を実施

漁業集落排水施設の適時更新や施設の集約・再編・強靱化 ・５地区（新規１、継続４）で施設整備を実施
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